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Ⅰ は じ め に

2002 年初めから続く景気回復は 5 年に達して

いるものの, 企業収益の改善の割には, 賃金の上

昇は極めて緩やかなものとなっている｡ こうした

背景には, さまざまな要因が指摘されているが,

本論文では, 企業レベルの賃金決定のあり方につ

いて, 企業経営者と雇用者の賃金交渉を通じて決

定されるという一般的な賃金交渉モデルの枠組み

の中で, どのような要因が両者の交渉力に影響を

与えているかについて, 個別企業の財務データを

用いて検証した1)｡

具体的には, 以下のような仮説を立てて, それ

ぞれについて検証を行った｡

①バブル崩壊以降に企業が過剰債務を抱えたこ

とにより, 賃金交渉において賃金確保よりも

企業の存続が優先されたため賃金の抑制が可

能になったのではないか｡

その際, 経営に対して株主等の影響が強い企

業ではより強く賃金を抑制させるような企業

行動があった一方, 経営に対して株主等の影

響が相対的に弱く, 内部の従業員の交渉力が

相対的に強い企業では, 過剰債務による賃金

の抑制効果は比較的弱かったのではないだろ

うか｡

②労働市場全体としてパート化が進む中で, そ

れが労働者にとっての留保賃金を低下させる

のではないか｡

③成果主義賃金の導入といった制度面の変化が

賃金にも影響を与えているのではないか｡

また, 以上の分析と併せて, 最近多くの企業で

採用されつつある成果主義賃金の導入企業の特徴

について, 企業業績や企業の雇用過剰感との関係

を調べた｡

Ⅱ 先行研究の概要と理論的背景

1 先行研究の概要

日本における雇用調整とその背景に関する実証

的な研究は数多く存在している｡ 例えば, 小牧

(1998) では, 1981 年から 1996 年までの企業レベ
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ルのデータを用いた分析を行い, 2 期連続の経常

赤字が大幅な雇用調整の引き金となるといった雇

用調整の不連続性を発見している｡ 同論文では,

その背景の一つとして, 赤字となった場合には,

労働者が雇用調整に応じないと最終的に企業が倒

産し, 労働者が職を失う懸念があること等を指摘

している｡

企業統治面に注目した分析の例としては, 浦坂・

野田 (2001) の研究では, 1987 年から 1994 年の

上場企業のパネル・データを用いて, 内部昇進者

が経営者である企業とオーナーが経営者である企

業では, 後者の企業のほうが前者と比べて雇用調

整速度が速く, また, その傾向は不況期により強

くみられること等を指摘している｡ 野田 (2002)

では組合の存在と雇用調整の関係に関して, 1988

年から 1994 年の未上場企業のパネル・データを

用いて, 労働組合の存在が企業の人員整理を遅ら

せているが, 赤字期には逆に促進していることな

どを分析し, 組合の有無によって雇用調整のパター

ンが異なることを示している｡ 富山 (2001) は,

1980 年から 1996 年の上場企業のパネル・データ

を用いて, メインバンクとの関係の強い企業ほど,

雇用調整速度が遅くなることが指摘されている｡

以上のような先行研究からは, 企業における雇

用調整は, 企業の存続が危ぶまれるような状況に

なって初めて大幅調整が行われること, また, 企

業経営に対する株主, 創業家オーナー, 銀行, 内

部の従業員といった各ステーク・ホルダーが雇用

調整速度等に大きな影響を及ぼすことが示唆され

る｡

ただし, 以上の先行研究は, 主には人員調整に

着目して雇用調整を分析しており, 賃金面に着目

した研究はあまり例がない｡ 企業統治と雇用調整

の関係という視点とは若干離れるが, そうした数

少ない実証研究の一つに, 日本の個別企業の賃金

決定についてパネル・データを使った実証分析を

行った Brunello and Wadhwani (1989) がある｡

彼らの分析によると, ①日本の中小企業では賃金

が失業率の高低といった企業外部の要因に相対的

に大きく反応すること, ②大企業における賃金は,

自社の利益率など企業の内部要因に反応し, 失業

率といった外部要因の影響はあまり受けないこと,

③日本では大企業で働く労働者よりも中小企業で

働く労働者のほうが多いために, 失業率の変動に

対して賃金が柔軟に変動するために, 失業率が低

位に抑えられる傾向があることを示している｡

2 理論的背景

本論文においては, 個別企業のデータを用いて

賃金について分析を行っている Brunello and

Wadhwani (1989) の研究の枠組みを参考にして,

企業統治構造や成果主義賃金の導入といった賃金

制度の変化が企業の人件費に与えた影響について

検証する｡

まず, Brunello and Wadhwani (1989) と同様

に, 賃金が企業と組合との交渉によって決まると

いう一般的な賃金交渉モデルを考える｡ このモデ

ルでは, 組合は企業内部ですでに働いている労働

者 (インサイダー) の効用の最大化を図るように

行動することが想定され, その際, ①組合の交渉

力が強いほど, ②企業の市場支配力が高いほど,

③資本との対比で労働者数が少ないほど, 企業レ

ベルの賃金は高くなるとされる｡ このモデルを想

定すると, 各企業レベルの賃金の動向は, 失業率

や他企業の賃金水準といった労働市場全体の需給

を表す外部要因の影響を受けるのと同時に, 企業

の収益や雇用者数の増減といった個別企業の内部

要因にも影響を受ける｡ マクロ的にみると, 組合

の力が強く賃金が企業の内部要因による影響をよ

り強く受けるほど, 実質賃金が労働市場全体を均

衡させる水準よりも高くなるため, 失業率が上昇

することになる｡

Brunello and Wadhwani (1989) に従うと, 組

合交渉型モデルによる企業レベルの賃金関数は以

下のような前提の下で, 次のように定式化される｡

組合の効用関数

�������
�

�

ただし, � は賃金, �はマクロの物価水準,

�は解雇の確率

No. 560/Special Issue 200732



企業の生産関数

�� ��
�
�

���

ただし, �は生産, �は技術進歩, �は労

働, �は資本

製品の需要関数

�

�
�

��/�
�
�
�, �� �

ただし, �
�
, �は短期および長期の需要シフ

ト要因

企業は, 上記の関数に基づいて事後的な利益の

最大化を図ると,
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ただし, �は固定費用｡

次に, 交渉の初期時点における組合の取り分を

ゼロ, 企業の取り分を固定費の負担分��とし

て両者が交渉を行うとすると, ナッシュ交渉解よ

り最大化すべき賃金は以下の目的関数を最大化す

ることによって決定される｡


��	�������
�
�

�
���
��

�

�

ただし, �は企業の相対的交渉力

上記の目的関数が内部解を持つと仮定すると, 賃

金最大化の 1階条件は,

�

�

�
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�
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である｡

さらに, 単純化のために, ��が [���,�
�]

間に一様に分布すると仮定し, 必要な変換を行い,

それぞれの変数を自然対数で線形化して表すと,

企業の内部要因だけを反映した賃金関数は以下の

ようになる｡

内部要因を反映した賃金関数

�� 
����
��
����
�������

ここで�	�	�	�は自然対数で表された変数

(�	�はマクロな物価水準で除された実質値)

他方, 賃金交渉の目的関数が端点解を持つ場合

には, 賃金は外部要因のみによって決定されるこ

とになり, 失業率は均衡水準となる｡ その際の賃

金水準は, 失業の確率, 外部賃金 (他の企業にお

ける賃金) の水準, 失業給付の水準等によって影

響されることになる｡

Ⅲ 実証分析の結果

企業レベルの賃金の動向を分析するため, ここ

では, 前節で述べた内部要因によって規定される

賃金交渉モデル型の賃金関数に, 企業の人件費に

対して現実に影響を与えうると考えられる以下の

各変数を加えた形で実証分析を行った｡

1 モデルの設定とデータ

�)基本モデル

ここでは, 賃金交渉型モデルを基本として, 各

企業の一人当たり人件費が, 説明変数である以下

の企業内部の要因と企業外部の要因の双方によっ

て影響を受けるというモデルを想定した｡

【内部要因】

①当該企業の収益率：企業の利益が大きくなれ

ば分配される賃金も大きくなるため, 賃金に

プラスの影響を及ぼすことが予想される｡

②当該企業の雇用者数の増減：雇用者数が増加

しているような状況では, 雇用者が解雇され

る確率も低下するので組合の交渉力が強くな

り, 賃金にプラスの影響を及ぼすことが予想

される｡

【外部要因】

③外部賃金 (産業の平均的賃金)：他企業の賃金

(外部賃金) が高くなると雇用の流出を避け

るため, 当該企業の賃金にプラスの影響を及

ぼすことが予想される｡

④失業率：失業率が高いと解雇の確率も高まる

ため, 労働者の交渉力は低下し, 賃金にマイ

ナスの影響を及ぼすことが予想される｡
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⑤前期の賃金：賃金の評価は前期の賃金に対し

てどの程度増加・減少したかに依存すると考

えられるため (名目賃金の慣性効果), 説明変

数に加えた｡

このうち, 賃金の柔軟性という意味では, 失業

率が上昇した際にどの程度賃金が反応するかとい

う点が重要になる｡

�)過剰債務・パート化の影響

以上の基本モデルに, 1990 年代後半以降, 賃

金を抑制させたと考えられる以下の企業特殊的な

要因を説明変数として加えた｡

【特殊要因】

⑥企業の債務比率：過剰債務を抱えた企業では,

リストラの過程で企業の存続が優先される結

果, 内部労働者の賃金決定への影響力が弱ま

り, 賃金が抑制されると考えられる｡

⑦経済全体としてのパート比率：企業の外部に

おいてパート比率が経済全体として上昇する

と, 自社でもパート化の潜在的圧力が働き内

部労働者の影響力が低下するとともに, 離職

した場合の留保賃金の水準が低下する効果が

あることから, 各企業の賃金が抑制されると

考えられる｡

さらに, 企業の債務比率の高さが賃金を抑制す

る度合いについては, 企業のガバナンスとも関係

があるのではないかと考え, 機関投資家持株比率

及び安定保有比率に基づいて, 株主が経営に対し

て相対的に強い企業群と株式持ち合い等によって

株主の影響力が弱い企業群に分けて推計を行った｡

日本の多くの企業では, 経営陣が内部からの昇進

による場合が多いため, 一般に, 株式持ち合い等

によって株主の影響力が弱い場合には従業員の利

害を優先して雇用調整が遅い可能性が考えられる

一方, 株主の影響力が強い場合には雇用調整が迅

速に行われると想定される｡ そこで, ここでは,

企業統治に影響を与えると考えられる外部統治要

因として, 以下の指標により企業群を2つのグルー

プに分けたうえで, 債務比率がどの程度賃金に影

響を与えているかについて推計した2)｡

ア 機関投資家持株比率：外国人株式保有比率,

信託勘定株式保有比率, 生保特別勘定株式保

有比率の合計｡ この比率が高く, かつ債務比

率が高い場合には, 企業外部の経営に対する

影響力が相対的に強く, 賃金も抑制される方

向に働く可能性があると想定される｡

イ 安定保有比率：相互保有関係にある会社が

保有する株式, 生損保・銀行・信金が保有す

る株式, 公開関連会社が保有する株式に該当

する場合の株式保有比率, 等の合計｡ この比

率が高いときは, 債務比率が高くとも, 企業

外部からの再編圧力は相対的に低く, 結果と

して従業員の利害が優先され, 賃金に対して

も必ずしも抑制的に働かない可能性がある｡

�)成果主義賃金導入の影響

⑧成果主義賃金の導入状況：成果主義賃金とは,

各労働者のパフォーマンスを賃金に反映させ

るものである｡ 成果主義の導入が賃金に与え

る影響は, 事前的には明らかではないが, 仮

に年功制賃金の下で生産性以上に賃金を支給

している企業がある場合, 成果主義賃金の導

入が企業全体の賃金の抑制につながる可能性

もあると考えられる｡

なお, 成果主義賃金の導入状況は, 企業規

模と正の相関関係がある (成果主義賃金の導

入状況やその評価については補論を参照)｡ そ

こで, 推計にあたっては, 各企業の規模の違

いの影響を少なくするため, 企業規模別に資

本金 100 億円以上の大規模企業, 100 億円未

満の中規模企業の 2グループにわけ, それぞ

れの場合において, 成果主義賃金の導入が全

体の賃金に与える影響についても推計する｡

推計にあたっては, 日経 NEEDS-Financial

QUEST より取得可能な東証一部上場企業 1125

社 (単体) の 1995 年から 2004 年までの個別企業

の財務データ3)を用いた｡ また, 推計方法は, 被

説明変数の一期ラグが説明変数にも含まれている

ため, Arellano and Bond による GMM を用い

て推計した｡
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2 推計結果

�)基本モデルの推計結果

まず, 基本的な賃金関数についての 1995 年か

ら 2004 年までの全期間を通した推計結果をみる

と, 内部要因の影響については, 企業の収益性が

高いほど, また従業員数が増えるほど, 賃金に対

して上昇圧力がかかるという理論に沿った結果と

なっている (表 1 基本モデル)｡ 外部要因について

は, 外部賃金が高いほど各企業の賃金も高くなる

という点は理論に沿ったものである｡ しかし失業

率については, 符号条件が理論の示唆するところ

と反対になっており, 失業率が高いほど賃金も高

いという関係になっている｡ 失業率の影響につい

ては, 前掲の Brunello and Wadhwani (1989)

でも, 日本の大企業の場合には有意には働かない

ことが述べられている｡ また半分に分けた推計期

間の結果を比較すると (表 1 モデル 2・3), 賃金

の調整速度が 2000 年代前半の期間では著しく上

昇しており, 賃金がより迅速に調整されるように

なったことが示唆される｡

�)過剰債務・パート化の影響

以上の基本モデルに, まず, 全企業に対し各企

業の債務比率及びパート比率を加えて 1999 年か

ら 2004 年の期間で推計した (表 2 モデル 4-1)｡

すると, 債務比率については, 事前の予想どおり,

マイナスの係数となっており賃金に対して抑制的

に働いていると考えられる｡ なお, 経済全体のパー

ト比率については有意な結果は得られず, その影

響は明示的にはみられなかった｡ ただし, これは

経済全体としてのパート比率が外部要因として個

別企業の賃金にもたらす影響をみたものであり,

今回の推計ではデータがないため検証できなかっ

た個別の企業におけるパート比率の上昇は, 当該

企業の人件費の抑制に直接貢献していると考えら

れる｡

次に, 債務比率が賃金に対して与える影響は,

各企業の企業統治と関係しているのではないかと

いう仮説について検証する｡ まず, 企業数がおお

むね半分となるように, 企業の内部統治構造に影

響を与えると考えられる機関投資家持株比率 (具

体的には 20％の水準), 安定保有比率 (具体的には

35％の水準) の 2 つの企業統治変数によって 2 つ

のグループに分け, 同様の推計を行った (表 2 モ

デル 4-2, モデル 4-3)｡ すると, 機関投資家持株

比率が高い企業 (あるいは安定保有比率が低い企業)

では, 債務比率は有意に賃金を抑制する方向に働

くことが分かる｡ これは, 債務比率が高い場合に,

企業経営に対して外部圧力が強く働く結果として,

賃金が抑制されていると考えられる｡ 一方, 機関

投資家持株比率が低い企業 (あるいは安定保有比

率が高い企業) では, 債務比率の賃金に対する反

応はマイナスの係数を得ているものの, 統計的に

は有意な結果となっていない｡ これは, 債務比率

が高い場合であっても, 企業経営が外部圧力の影

響をさほど受けない体制であれば, 内部者である

従業員の利害が優先され, 結果として必ずしも賃

金を抑制する方向で働かなかった可能性が考えら

れる｡

�)成果主義賃金導入の影響

成果主義賃金の影響については, さきほどの基

本モデルに, 成果主義ダミー (成果主義導入企業

は 1, そうでない企業は 0) と内部要因である収益

率・人員増減をかけ合わせた交差項を加える形で
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表 1 賃金関数の推計結果

1995～2004年 1995～99年 2000～04年

基本モデル モデル 2 モデル 3

【内部要因】

利益率
0.0057

(15.6)***

0.006

(10.7)***

0.005

(11.0)***

1 期前利益率
0.0025

(6.04)***

0.0049

(7.07)***

0.0019

(3.06)***

従業員変化率
0.1065

(15.3)***

0.0313

(2.67)**

0.0845

(9.23)***

【外部要因】

企業平均人件費
1.053

(23.5)***

0.883

(8.37)***

1.081

(4.51)***

完全失業率
0.1128

(11.51)***

0.1142

(3.55)***

0.0662

(3.23)***

【調整速度】

λ
0.69 0.545 0.807

注：1) 日経 NEEDS から取得できる東証一部上場1125社のデータを用

いて推計｡

2) ( ) 内はｔ値を表す｡ また, ***, **はそれぞれ 1％, 5％水準で

有意であることを示す｡



推計を行った｡ ただし, 企業行動に関するアンケー

ト調査と財務データのマッチングの過程で, 有効

なサンプル数がかなり減少し, 推計に用いたのは

474 社のデータである｡ このため, もともと基本

モデルに含まれている説明変数についても推計さ

れた係数の値が変わっている点には留意する必要

がある｡

成果主義の導入状況については, ｢平成 16 年度

企業行動に関するアンケート調査｣ によると, 8

割を超える企業が導入済みと回答している｡ この

ため, 一部であっても成果主義を導入している企

業とそうでない企業について推計を行うと, 成果

主義導入企業の特徴が十分に推計結果に反映され

ない可能性がある｡ 一方, 同調査では成果主義の

導入状況とともに, 各企業の賃金総額に占める成

果主義導入分の賃金の割合についても調査を行っ

ている｡ そこで, やや恣意的ではあるが, 各企業

の成果主義賃金の導入割合のデータを用い, おお

むね企業数が半数になるよう, 具体的には成果主

義賃金が当該企業の賃金全体に占める割合が約 3

分の 1 (正確には 35％) を超える企業に成果主義

ダミーを付すこととし, 推計を行った｡ この推計

結果によると (表 3 モデル 5), 利益率と成果主義

ダミーの交差項の係数が有意にマイナスとなった｡

これは, ある程度成果主義の導入を進めている企

業では, 収益の増加 (減少) の割には賃金があま

り上昇しない (下落しない) ということを示して

いる｡ このことは, 賃金交渉モデルにおいて, 成

果主義を採用している企業ではその企業固有の内

部要因が賃金に及ぼす影響力が弱くなるというこ

とであり, その分だけ賃金水準はマクロ的な労働

需給から得られる均衡水準からの乖離が小さくな

ることを示している｡

また, 企業規模別に推計してみると, 大規模企

業では有意に企業収益と成果主義ダミーの交差項

が賃金に対しマイナスの影響を与えているが, 中

規模企業におけるそれは有意な結果となっていな

い｡ このように, 成果主義の導入は結果として,

主に大規模企業においてある程度総人件費の抑制

に寄与している可能性が示唆される｡
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表 2 特殊要因をいれた賃金関数の推計結果

モデル 4-1 モデル 4-2 モデル 4-3

機関投資家持株比率

(20％以上)

安定保有比率

(35％未満)

機関投資家持株比率

(20％未満)

安定保有比率

(35％以上)

【内部要因】

利益率
0.005

(10.7)***

0.006

(9.76)***

0.0046

(7.11)***

0.0036

(5.20)***

0.0056

(7.89)***

１期前利益率
0.0019

(3.12)***

0.0009

(1.13)

0.0018

(2.19)**

0.0044

(4.92)***

0.0024

(2.85)***

従業員変化率
0.083

(9.00)***

0.175

(11.3)***

0.161

(10.95)***

0.035

(3.00)***

0.025

(2.06)**

【外部要因】

企業平均人件費
1.25

(4.85)***

1.724

(4.78)***

1.406

(3.72)***

0.777

(2.21)**

1.12

(3.22)***

完全失業率
－0.0035

(－0.17)

0.0174

(0.61)

0.014

(0.44)

－0.019

(－0.66)

－0.015

(－0.53)

【特殊要因】

債務比率
－0.0119

(－2.16)**

－0.02

(－2.44)**

－0.033

(－4.20)***

－0.007

(－0.92)

－0.002

(－0.26)

パート比率
0.09

(0.66)

－0.038

(－0.20)

－0.080

(－0.40)

0.163

(0.87)

0.292

(1.61)

注：1) 日経 NEEDS から取得できる東証一部上場 1104 社のデータを用いて推計｡ ガバナンス変数は日経NEEDS-Cges

の企業統治に関するデータを使用｡

2) 機関投資家持株比率20％以上及び未満の企業数はそれぞれ534社, 570社｡

安定保有比率35％以上及び未満の企業数はそれぞれ572社, 532社｡

3) ( ) 内はｔ値を表す｡ また, ***, **はそれぞれ 1％, 5％水準で有意であることを示す｡



Ⅳ 分析結果のまとめ

以上の分析結果をまとめると, 第一に, 債務比

率が高い企業では賃金が抑制される傾向がみられ

る｡ これは, 小牧 (1998) などの先行研究が示す

ように, 過剰債務を抱えた企業では, 賃金交渉の

過程において企業の存続が賃上げよりも優先され

るため, 賃金が抑制された可能性があると考えら

れる｡ 第二に, 企業ガバナンスと賃金の関係につ

いてみると, 経営に対する株主の影響が相対的に

強い企業では, 債務比率の高まりによって賃金が

抑制される効果が大きい一方, 株式持ち合い等に

よって株主の経営に対する影響力が相対的に弱い

企業では, 内部者である従業員の利害が優先され,

債務比率が高くとも賃金がそれほど抑制されない

という可能性が示唆される｡ 第三に, 企業が意図

したかどうかは別として, 結果として成果主義の

導入は, 賃金全体を抑制する効果を持った可能性

があること, が検証された｡ ただし, 中規模企業

に比べると, こうした傾向が大規模企業において

より顕著にみられる｡ この点についての一義的な

解釈は今回の推計結果だけからは難しいが,

Brunello and Wadhwani (1989) でも指摘されて

いるように, もともと大企業ほどマクロ的な労働

需給よりもその企業に固有の内部要因が賃金に与

える影響が大きく, 結果としてマクロ的な均衡水

準から賃金が乖離する傾向が大きいため, 逆に成

果主義の導入によって, そうした内部要因の影響

を低める余地が大きかったということも考えられ

る｡

こうしたことを踏まえ, 今後の賃金動向を考え

ると, 企業の過剰債務が解消する中で, 企業収益

の改善に伴って賃金が上昇していく可能性は高い
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表 3 成果主義を考慮した賃金関数の推計結果

モデル５

企業規模計 うち大規模企業 うち中規模企業

【内部要因】

利益率
0.0049

(6.11)***

0.0048

(4.28)***

0.0049

(4.31)***

1 期前利益率
0.0028

(2.51)**

0.0025

(1.44)

0.0027

(1.93)*

従業員変化率
0.1088

(4.02)***

0.1112

(2.52)**

0.0993

(2.92)***

【内部要因×成果主義ダミー】

利益率
－0.0037

(－2.89)***

－0.0055

(－3.27)***

0.0030

(1.26)

1 期前利益率
0.0014

(0.09)

0.0005

(0.20)

－0.0005

(－0.20)

従業員変化率
－0.025

(－0.68)

－0.0015

(－0.00)

－0.0872

(－1.56)

【外部要因】

企業平均人件費
1.044

(3.22)***

1.402

(3.04)***

0.599

(1.34)

完全失業率
0.1146

(4.21)***

0.1276

(3.42)***

0.1030

(2.65)***

注：1) 日経 NEEDS から取得できる企業のうち, モデル５は成果主義の導入割合が35％以

上とそれ未満の企業474社 (うち大規模企業260社, 中規模企業214社) について推計｡

2) 大規模企業とは資本金100億円以上の企業, 中規模企業とは資本金100億円未満の企

業としている｡

3) ( ) 内はｔ値を表す｡ また, ***, **, *はそれぞれ 1％, 5％, 10％水準で有意であ

ることを示す｡



が, 他方で, 成果主義賃金の導入などにより, こ

れまでの賃金制度が構造的に変化していることか

ら, 賃金の上昇幅は過去と比べて緩やかなものに

とどまる可能性があると考えられる｡

補論：成果主義賃金導入企業の特徴

1 成果主義導入企業の特徴

以下では, 成果主義導入企業の特徴をみるため

に, ｢平成 16 年度企業行動に関するアンケート調

査｣ (内閣府) により分析を行う4)｡

(1)データの特徴

｢平成 16年度企業行動に関するアンケート調査｣

(内閣府) では, 回答のあった 1000 社のうち, 成

果等を反映させた賃金制度を導入しているとした

企業の割合は 83％, 導入を検討しているとした

企業は 13％であった (補論図 1)｡ 企業規模別の

導入状況は, 資本金の大きい企業ほど導入が進ん

でいる｡ 業種別でみると, 製造業及び非製造業で

は大きな差はない｡ 職種別の導入割合では, 管理

的職業従事者が最も高く, 次いで, 営業従事者,

専門的・技術的職業従事者等となっており, 生産

工程・労務作業者への導入は他の職種に比べて相

対的に低い｡

(2)プロビット分析による成果主義賃金導入企

業の特徴

｢平成 16年度企業行動に関するアンケート調査｣

(内閣府) について, 成果主義賃金を導入してい

る企業の特徴をプロビット・モデルで分析した｡

具体的には, 成果主義賃金導入の有無を被説明変

数とし, 業種, 企業規模等の属性をコントロール

した上で, 以下のような 2つのモデルを推計した｡

①成果主義賃金導入の有無を, アンケート調査

結果から得られる業績の状況や雇用の動向,

従業員の年齢構成や重視している技能, 中途

採用の増加の有無などにより説明するモデル

(モデル 1)

②基本的にはモデル 1と同じだが業績と関係が

深いと考えられる規模や中途採用の有無を説

明変数として使用しないモデル (モデル 2)

推計結果に基づき, その特徴をみると (補論表

1), 第一に, 企業の業績と成果主義賃金導入との

関係はほとんどみられない｡ 具体的には, モデル

2 で ｢現状の業況が良い｣ と答えた企業では成果
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注：1）内閣府「平成16年度企業行動に関するアンケート調査」を特別集計し作成。 
　　2）あるひとつの職種において導入済みである企業はすべて導入済みとした。 
　　3）規模は資本金により大規模（100億円以上），中規模（10億円以上100億円未満）， 
　　　　小規模（10億円未満）に分類した。 
　　4）本質問回答企業数1000社。 

補論図１　成果主義賃金制度の導入状況 



主義賃金の導入確率が高いという関係がみられる

ものの, 企業規模や中途採用の状況といった変数

を含めたモデル 1では, 企業の業況と成果主義的

賃金導入との相関はみられなくなる｡

第二に, 中途採用が多い企業ほど成果主義賃金

を導入する確率が高いことである｡ これは, 中途

採用が多い場合には, 従来の就労年数に応じて賃

金が上昇していくシステムでは, すでに高度な技

能を有する中途採用者を処遇することができない

ためと考えられる｡

第三に, 上記の点とも関連するが, 企業が重視

する技能として, 企業特化型・汎用型技能よりも

職能・事業特化型技能に重点がある場合には, 成

果主義を導入する確率が高いことである｡ これは,

特殊技能を有する労働者が多い場合には, そうし

た労働者は企業間移動が容易であるため, 年功的

な賃金制度は十分な処遇が困難なためと考えられ

る｡

1) 本稿は, 井上・有馬・中野・茨木 (2006) を加筆修正した

ものである｡ 本稿の内容は執筆者個人に属する｡

2) 外部統治要因として日本経済新聞社のNEEDS-Cges のコー

ポレート・ガバナンス評価システム指標データを用いた｡

3) 日経 NEEDS-FinancialQUEST から取得できる各企業一人

当たり人件費は, 会計上 ｢販売費および一般管理費｣ におけ

る人件費・福利厚生費になるが, これは厳密にいうとすべて

の従業員の人件費とは一致しない｡ なぜなら, 製造現場の従

業員に支払われる場合は, 会計上 ｢製造原価明細｣ としての

労務費・福利厚生費となるからである｡ また, 従業員につい

ても, 企業が非正規社員についても従業員として数えている

かどうか不明確であることから, ここで使用する一人当たり
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補論表 1 成果主義賃金採用企業の特徴
成果主義賃金採用企業の特徴(アンケート調査のプロビット分析)

被説明変数：成果主義的賃金の導入

有無 (導入：１, 導入なし：０)

説明変数 モデル１ モデル２

雇用

過去 3年間に雇用が増加
0.07

(0.5)

0.07

(0.5)

今後 3年間に雇用が増加
－0.06

(－0.42)

－0.14

(－1.09)

業況

現状で業況が良い
0.13

(1.07)

0.19

(1.65)*

今後業況が良くなる見通し
－0.04

(－0.36)

0.04

(0.41)

中途採用 中途採用が過去に増加
0.26

(2.42)**
―

年齢構成

若手層が中間層より多い
0.08

(0.69)

0.13

(1.24)

シニア層が中間層より多い
－0.11

(－0.93)

－0.15

(－1.23)

重視する技能 職能・事業特化型技能を重視
0.25

(2.3)**

0.24

(2.26)**

規模

小規模
－0.36

(－2.16)**
―

大規模
0.51

(4.07)***
―

注：1) 表中の数字は各変数の係数を, ( ) 内はＺ値を示す｡ また, *, **, ***はその変数がそれ

ぞれ10％, 5％, 1％水準で有意であることを示す｡

2) 説明変数のうち雇用については ｢増加する (予定)｣ と答えた企業を 1 , 業況については

｢良い (良くなる)｣ と回答した企業を 1 , 中途採用は過去 5 年間に中途採用が増加したと

回答した企業を 1 , 年齢構成とは40歳代を100とした場合, 若手層 (30歳代以下), シニア

層 (50歳代以上) それぞれに対し120以上の人員がいると回答した企業を 1 , 重視する技能

とは ｢職能特化型｣ あるいは ｢事業特化型｣ 技能を重視すると回答した企業を 1 とするダ

ミー変数｡

3) 企業規模は資本金により分類｡ また業種についてもコントロールを行っている｡



人件費は, 企業によっては人件費が過大あるいは過小にでる

場合があることに留意が必要｡ なお, 先行研究の Brunello

and Wadhwani (1989) では, 政策投資銀行が保有する人件

費等のデータを使用しているが, この場合でも上で述べた問

題が発生することとなる｡

4) 補論については, 井上・有馬・中野・茨木 (2006) の分析

を紹介する｡ より詳細は, 同ペーパーを参照のこと｡
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